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厚本掌術会護だより「 瀞．8

公開講演会開催さ る

昭和63年2月　日本学術会議広報委員会

　日本学術余議では・学術の成果を広く国民生活に反映浸透させるという日本学術会議法の主旨に沿うため，

公開講演会を開催していますが，今回の「日本学術会議だより」では，昨年11月に開催した2つの公開講演会

の講演内容を中心として，本会議の国際的活動の概要等についてお知らせします。

レ

公開講演会「ハイテクと人類の将来」

　昭和62年度第1回目の公開講演会は，「ハイテクと人類の

将来」という主題の基に，11月21日，京都市の日本イタリ

ア京都会館ホールで開催された。

　最初に，近藤次郎本会議会長（経営工学）が，「誰が科学

の進歩を停められるか一心臓移植からSDIまで一」と題し

て，まず，人口の増加によって示される人類の発展が科学

の発展に支えられてきたことをあげた。一方では，日航機

の墜落事故，TMIやチェルノブイリの原発事故，スペース

シャトル爆発事故などにより多くの人命が失われたことを

述べた。心臓移植などの生命科学の進歩が高度医療技術の

倫理問題に関心を集め，SDI構想が宇宙の平和利用に新し

い問題を提起しているなどを指摘した。そして，これから

．の科学・技術の発達には，人文・社会科学と自然科学の調

和を図ることが大切であることを強調した。

　次いで，関寛治本会議第2部会員（政治学，立命館大学

教授）は，「ハイテク時代の学術ネットワークと平和の条件」

と題して，新しい先端的な科学技術が実際に応用可能とな

ってきたことに伴い，ハイテクを駆使したC＆Cというネ

ットワークが世界的に可能となり，複雑なネットワークか

ら成る世界政治の構造に大きな変化をもたらしつつあるこ

とを指摘した。そして，このような状況を踏まえて，国家

という壁を解決していかなくてはならないこと，そのため

には，’トロン的発想のコンピュータシステムを基礎として

学術情報システムのより自由な地球的規模の再編成を行え

るようにすること，人間間ネットワークの高次化による国

の外交政策の在り方の再検討をすることも重要であること

を強調した。

　最後に，昂袋嘉昌本会議第3部会員（経営学，東洋大学

教授）は，「人間と高度科学技術との調和」と題して，“高

度科学技術の粋を集めた航空機”の事故を取り上げて，そ

の大部分は人為ミスであることを指摘し，このような事故

は，人間と高度科学技術の接点で，何らかのそごが生じて

起きるものであることを指摘した。そして，現在人間と高

度科学技術とをいかにマネージしていくかについて，十分

な科学的分析と管理的配慮がなされていない。その最大の

問題点は生命尊厳を基にした経営哲学の欠落であると指摘

した上で，人間と高度科学技術との調和を可能にする総合

科学の重要性を強調した。

公開講演会「情報化と国際化」

　昭和62年度第2回目の公開講演会「情報化と国際化」が，

11月28日，本会議講堂で開催され，各界各層よ量）多数が聴

講し，成功裡に終了した。

　講演は，3人の演者による講演とそれに関連する質疑応
答が行われた。「

　まず最初に，猪瀬博本会議第5部会員（情報工学，学術

情報センター所長）が「情報技術と国際化」と題して，情

報技術の急速な発展にふれ，歴史上未曽有の規模で産業構

造転換を促し，世界の人々に革命的ともいえる意思疎通の

手段を提供した情報技術は，また一方で情報の氾濫を引き

起こし，貿易摩擦，雇用不安，情報の地域間格差，文化の

画一化など多様な国際問題を発生させてもいると指摘した。

コミュニケーションは，情報提供者と情報の受け手とのバ

ランスが何より不可欠であるとし，それらを1）情報流通

の問題，2）先端技術開発の問題，3）雇用の間題，4）

文化の問題に分類し，スライドを交えて意見を述べた。

　次に，竹内啓第3部会員（経済統計学，東京大学教授）

が「情報化時代の国際政治・経済」と題して，国際的な情

報流通を取り上げ，ますます大量にかつ急速に行われるよ

うになる，その影響として経済・文化等が国際化から世界

化・地球化（グローバル化）される傾向にある今日，一方

では政治における国家主義，民族主義との矛盾が激化する

であろうと指摘した。これからの国際的力関係は，情報力

の量が大きく関係してくると考えられると意見を述べた。

情報化は世界を一つにする基盤を与えることができる粧

それには各国の協調が不可欠の条件であるとし，21世紀中

頃には国境・国籍を意識しない望ましい時代がくるように

なるかもしれない，と結んだ。

　最後に，宇野政雄第3部会員（商学，早稲田大学教授）

が，「企業の情報化と国際化」と題して，企業も個人と同様

に真剣に情報化と国際化について考え，生き残るために取

り組んでいることを，身近なコンビニエンス・ストアやク

レジット（信販）会社を例にとり，具体的にわかりやすく

解説した。昨今C．1．（コーポレートアイデンティティ）

戦略が企業の経営戦略としてクローズアップされているが，

どういう情報（ハード）を，どのように活用（ソフト）す

るのかが，一番の課題であると力説した。

　（なお，これらの講演会の講演内容は，日学双書として，

働日本学術協力財団から出版されます。）
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二国間学術交流
　本会議は，諸外国における学術研究の動向及び現状を把

握するとともに，学術研究に関する基本的，全般的事項に

ついて相手国の科学者等と意見を交換することにより，我

が国の学術研究の整合的な発展に寄与することを目的とし

て，昭和58年度から毎年2か国へ代表団を派遣している。

今までに，アメリカ合衆国，マレーシア，ドイツ連邦共和

国，インドネシア共和国，スウェーデン王国，タイ王国，

フランス共和国，大韓民国へ派遣したが，今年度は，11月

7日から15日まで連合王国へ，12月1日から5日までシン
ガポール共和国へ，それぞれ会長または副会長以下7名の

会員を派遣した。

　日本学術会議第13期は，「学術研究の国際性重視と国際的

視野の確立」をその1、舌動の重要な柱の一つとしており，今

回もその観点から交流を行った。

　連合王国については，「連合王国の経済停滞とその対策」

「産業革命以降の連合王国における基礎科学及び応用科学

の発展」「日英のアカデミックな協・力はどうあるべきか」の

三っのテーマについて，行政機関，研究所，大学等を渤問

し，情報交換を行い，さらにその方面の科学者と意見交換

会を行った。

　シンガポールについては，「今後のアジア・太平洋圏の科

学協力における日本の役割」をテーマに行政機関，研究所，

大学等を訪問し，情報交換を行い，さらにその方面の科学

者と意見交換会を行った。

　今回の成果は，代表団訪問時だけのものではなく，訪問

国との今後の継続的な交流，緊密な情報・資料の交換，日

本学術会議と訪間国関係各諸機関との相互理解の促進・緊

密化等の形で表れてくるものであり，これらの成果は，我

が国の学術研究の国際交流・協力の基本姿勢及ぴその抜本

的充実方策を検討する場合の大きな資料として役立つもの

と期待される。

　　　　　日本学術会議の国際的活動

　本会議は，先に述べた二国間学術交流のほか，次のよう

な国際活動を行っている。

　国際学術団体加入

　本会議は，多くの国際学術団体に加入し，密接な協力を

保ち，国際的な学術の発展に努めて糖る。昭和62年度現在，

本会議が分担金を支払って加入している国際学術団体は，

国際学術連合会議（ICSU），国際社会科学団体連盟
（IFSSO）等43団体である。

　学術関係国際会議の開催，後援

　わが国の多数の科学者が世界各国を代表する関係科学者

と接し，最近の研究情報を交換し，わが国の科学の向上発

達を図り，行政，産業およぴ国民生活に科学を反映浸透さ

せることを目的として，昭和28年以降毎年おおむね4件の

学術関係国際会議を学・協会と共同主催している。昭和62

年度は，1）第6回ケムローン世界会議，2）第18回低温
物理学国際会議，3）法哲学・社会哲学国際学会連合第13

回世界会議，4）第6回国際会計教育会議の4つを共同主
催し，昭和63年度は，1）国際家族法学会第6回世界会議，

2）第9回世界地震工学会議，3）第8回国際内分泌学会
議，4）第5回国際植物病理学会議の4つを共同主催する

こととしている。

　以上の国際会議のほか，毎年15件前後の国際会議（国内

開催〉を後援している。

　代表派遣
　世界各地で開催される学術関係国際会議にわが国の学術

の状況を反映させ，さらに国際学術協力に寄与するため，

本会議から代表を派遣している。

　国際協力事業

　本会議は，国際学術連合会議（ICSU）と世界気象機関

（WMO）が行う「気候変動国際研究計画」（WCRP）等の

国際共同・協力事業に協力するため，国内の実施計画の立

案・調整を行うとともに関係研究者間の研究連絡，交流の

促進を図っている。

　学術文献収集

　本会議は，国際学術団体及ぴ各国の学術研究機関等から，

継統的に約1900種の刊行物を受入れ，資料の有効利用を図

っている。

　生命科学と生命工学特別委員会中間報告
　　一生命科学の研究と教育の推進方策について・一

　現在，生命科学に対する関心は社会全体に拡がっており，

生命科学の推進のためのいろいろな活動が国，民間，学界

などそれぞれの立場で行われつつある。このような時に，

生命科学と生命工学特別委員会としては，広い視野に立っ

て学間分野を横断的にとらえて，生命科学の推進方策につ

いて以下要約のごとき具体的提言を行い，各方面の意見を

聴取することは非常に重要であ㌃），時機を得たものである

と考える。

〔要約〕

　　広い視野から生命科学の研究と教育の推進の方策を討

　議し，提案し，時に応じて企画，実行する組織として，

　生命科学研究教育推進会議（仮称）を設置すること。そ

　して，この会議の事業の一つとして，まず生命科学研修

　コース開催のための機構をつくり，各種の研修コースを

　実施することが緊急に必要である。

　　　登録学術研究団体等との連絡協議会

　本会議は，本会議活動の周知を図り，学術研究団体との

連絡・協力関係を維持・強化するための活動の一環である

登録学術研究団体等との連絡協議会の第2回日を，12月7

日に，東日本の団体を対象にして本会議講堂で，12月11日

に，西日本の団体を対象にして大阪ガーデンパレスで，そ

れぞれ開催した。

　今回の連絡協議会では，最初に，近藤次郎会長から，本

会議の職務・権限や組織・構成などの説明の後，最近の活

動として，去る10月の第103回総会で採択された勧告等の内

容紹介などが行われた。

　続いて，事務局から，現在進められている第14期会員推

薦手続について，特に近々各登録学術研究団体に依頼され

る予定の「会員の候補者」の選定と「推薦人（予備者を含

む。）」の指名に関する届出の手続を中心に詳しい説明が行

われた。この説明については，多くの出席者からその手続

の詳細をただす質間が出された。

　なお，出席者数は，12月7日は，339団体339名，12月11

日は，58団体58名であった。
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lなお，御意見・お問い合わせ等がありましたら下記l

lまでお寄せください。
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